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１．１８年 ５月中間期の連結業績（平成 17 年 12 月  1 日～平成 18 年  5 月 31 日） 

(1) 連結経営成績                                       （金額の表示：百万円未満切り捨て） 

 売  上  高 営  業  利  益 経  常  利  益 
 
18年 5月中間期 
17年 5月中間期 

  百万円   ％
38,126（    2.0）
37,386（    3.9）

百万円   ％
3,019（△  1.5）
3,066（   31.4）

百万円   ％
3,100（    2.6）
3,020（   26.8）

17年11月期 75,808           5,862           6,278           
                                                                                             

 中間(当期)純利益 
１株当たり中間 
（当期）純利益 

潜在株式調整後１株当 
たり中間(当期)純利益 

 
18年 5月中間期 
17年 5月中間期 

百万円   ％
2,537（   39.0）
1,825（   32.0）

円  銭
30  76  
22  22  

円 銭
30  74  
22  17  

17年11月期 3,724           44  86  44  79  

(注) ①持分法投資損益  18年 5月中間期 △26 百万円   17年 5月中間期 △16 百万円   17年11月期 45 百万円 

②期中平均株式数(連結) 18年 5月中間期 82,489,424 株 17年 5月中間期 82,134,896 株 17年11月期 82,268,877 株 

③会計処理の方法の変更 有 

④売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 

(2) 連結財政状態 

 総  資  産 純  資  産 自己資本比率 １株当たり純資産 
 
18年 5月中間期 
17年 5月中間期 

百万円
136,242    
120,945    

百万円
79,930    
67,355    

％ 
58.0   
55.7   

円 銭
  957  59  
817  95  

17年11月期 133,878    76,187    56.9   923  24  

(注)期末発行済株式数(連結) 18年 5月中間期 82,512,216 株 17年 5月中間期 82,346,733 株 17年11月期 82,484,958 株 
 
(3) 連結キャッシュ･フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る
キャッシュ・フロー

財 務 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物
期 末 残 高

 
18年 5月中間期 
17年 5月中間期 

百万円 
4,515     
5,439     

百万円
△ 2,242    
△ 2,552    

百万円 
△   341     
   895     

百万円
16,848    
18,884    

17年11月期 6,460     △ 5,188    △ 1,449     14,942    
                                                                                           
(4) 連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

連結子会社数  41 社   持分法適用非連結子会社数  1 社   持分法適用関連会社数  6 社 
 
(5) 連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

連結 (新規)   0  社 (除外)  1 社  持分法 (新規)  1 社  (除外)   0 社 
 
２．18年11月期の連結業績予想（平成 17 年 12 月  1 日～平成 18 年 11 月 30 日） 

 売  上  高 経  常  利  益 当期純利益 
 

通  期 
百万円

81,000 
百万円

6,400     
百万円

4,000     

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）  48 円 48 銭 

 

上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、上記の予想

と実際の業績との間には今後の様々な要因によって差異が生じる場合があります。業績予想については、

添付資料の連７ページを参照して下さい。 

 

- 連 1 - 
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 - 連補1 -

 平成１８年１１月期 中間決算短信 補足資料（連・単共通） 

 

１．業績                                        （百万円） 

  売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益 

１８年  ５月中間 ３８,１２６ ３,０１９ ３,１００ ２,５３７

１７年 ５月中間 ３７,３８６ ３,０６６ ３,０２０ １,８２５連結 

１７年１１月通期 ７５,８０８ ５,８６２ ６,２７８ ３,７２４

１８年  ５月中間 ２１,６５７ ２,３８８ ２,７６２ ２,３２７

１７年 ５月中間 ２２,０５８ ２,０７１ ２,３１５ １,６５８単独 

１７年１１月通期 ４４,８８０ ４,２０９ ５,００９ ３,４７５

１８年 ５月中間 １.７６ １.２６ １.１２ １.０９

１７年 ５月中間 １.６９ １.４８ １.３０ １.１０

連単 

倍率 

１７年１１月通期 １.６９ １.３９ １.２５ １.０７

 

 

２．設備投資・減価償却費（有形固定資産）                        （百万円） 

 設 備 投 資 減価償却費 

 連  結 単  独 連  結 単  独 

１８年  ５月中間 １,０４１ ６６５ １,５０４ １,１２８

１７年 ５月中間 １,２６６ ４１１ １,４８６ １,１４９

１７年１１月通期 ３,０８９ １,５４３ ３,０７３ ２,３５８

 

 

３．有利子負債・金融収支                                （百万円） 

 有利子負債(期末) 金融収支 

 連  結 単  独 連  結 単  独 

１８年  ５月中間 １４,３７４ ７,０３９ ６７.０ ３７７.４

１７年 ５月中間 １５,３００ ７,１２７ ４２.４ ３５６.０

１７年１１月通期 １４,５０３ ７,３０４ １８３.６ ５５７.５

 

 

４．セグメント情報（連結）                               （百万円） 

 売 上 高 営 業 利 益 

 繊  維 非 繊 維 繊  維 非 繊 維 

１８年  ５月中間 ２４,６２９ １３,４９６ １,１５８ １,８６１

１７年 ５月中間 ２４,９９９ １２,３８７ １,２０３ １,８６２

１７年１１月通期 ５０,２１０ ２５,５９８ ２,１５９ ３,７０３

 

 

５．配当金（１株当り）       （円）   ６．従業員数              （人） 

１８年１１月期末予想   ７ 年   連 結 単 独 

１８年 ５月中間   ７   １４  １８年 ５月中間 ３,６３５  ６９６ 

１７年１１月期末   ６ 年  １７年 ５月中間 ３,４８９  ６９６ 

１７年 ５月中間   ６   １２  １７年１１月通期 ３,５８４  ６９２ 

 

 

７．通期業績予想（１８年１１月期）                   （百万円） 

 売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益 

連  結 ８１,０００  ６,０００ ６,４００ ４,０００  

単  独 ４６,０００  ４,２００ ５,０００ ３,５００  

連単倍率 １.７６  １.４３ １.２８ １.１４  
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 －連2－

企 業 集 団 の 状 況 
 

  当社グループ(当社及び当社の関係会社)は、当社、子会社 42 社及び関連会社６社(平成 18 年５月 31 日現在)

を中心に構成され、毛糸・毛織物などの衣料繊維製品及び毛布・カーペット・不織布・フェルトなどの繊維資

材製品の製造並びに販売を主とした『繊維事業』と、ショッピングセンターの賃貸・運営事業の他、ゴルフ・

テニス・乗馬等のスポーツ施設運営、乗馬・ペット用品販売、携帯電話販売、介護、保険代理等の生活関連事

業、不動産の建設・販売・賃貸事業、産業向け機械、電子・電気計測器及び制御装置の製造・販売を主とした

エンジニアリング事業等の『非繊維事業』を行っています。各事業の当社及び関係会社の位置付けは次の通り

であります。 

 

『繊維事業』 

（１）衣料繊維製品部門 

   当部門において、当社は毛糸・ユニフォーム織物素材と製品、紳士及び婦人のファッション織物素材と製

品などの衣料繊維製品の製造及び販売を行っており、製品の一部はアカツキ商事㈱、㈱ニッケビクター、マ

ルワイ吉田㈱、㈱ナカヒロ、佐藤産業㈱等に販売しています。日毛(上海)貿易有限公司は中国国内向けに毛

糸・織物の販売を行っています。 

   大成毛織㈱、㈱中日毛織、青島日毛織物有限公司は織物の製織加工を行っており当社は製造委託を行って

います。金屋ニット㈱はニット製品の製造・販売を行っています。弥富ウール㈱、尾州ウール㈱、青島日毛

紡織有限公司、尾北撚糸㈱、日誠毛織㈱、揖斐ウール㈱は毛糸の製造を行っており、当社はこれらの会社へ

製造委託を行っています。江陰日毛紡績有限公司は毛糸の製造・販売を行っており、江陰日毛印染有限公司

は色トップの製造を行っています。 

   また、中央繊維興業㈱、福島ソーイング㈱、㈱キューテックは織物製品の縫製加工を行っています。ニッ

ケ・ポートフィリップ・スカーリング社、稲沢ウール加工㈱、江陰豊源炭化有限公司は原料加工を行ってい

ます。 

（２）繊維資材製品部門 

   当部門において、当社はカーペット・毛布の製造・販売を行っており、アンビック㈱は不織布・フェルト

等の繊維資材製品の製造・販売を、日本フェルト工業㈱、江陰安碧克特種紡織品有限公司は不織布・フェル

ト等の繊維資材製品の加工を行っています。ニッケ商事㈱は毛布・寝装用品の製造・販売を行っています。 

 

『非繊維事業』 

（１）ショッピングセンター（ＳＣ）部門 

   当部門において、当社はショッピングセンターなど商業施設の開発と建設、その賃貸・運営事業を行って

います。 

（２）生活関連部門 

   当部門において、当社はゴルフコース・練習場、テニススクール、乗馬クラブ、カラオケ、ボウリング場

の運営等の事業を行っています。㈱ニッケレジャーサービス、㈱ニッケコルトンサービス、㈱ニッケインド

アテニス、㈱ニッケ・アミューズメントはゴルフ・テニス・菓子小売・カラオケなどの当社事業の施設運営・

管理を行っています。 

   双洋貿易㈱は馬具・乗馬用品の製造・販売を、㈱ヘイセイはペット用品の製造・販売を、㈱チョイスはペ

ットフードの輸入販売を行っております。また、㈱ジーシーシー、関西メディア販売㈱、㈱オレンジフラッ

グス、㈱ウィル・コーポレーションは携帯電話の販売を行っています。 

   ㈱ニッケ・ケアサービスは介護事業を、㈱ニットーファミリーは生命保険代理事業を行っています。 

（３）不動産部門 

   当部門において、当社は不動産の賃貸等の事業を行っています。ニッケ不動産㈱は住宅等の建設・販売、

不動産管理事業並びに損害保険代理事業を行っており、長崎ウール㈱は宅地の分譲を、㈱アルファニッケは

不動産の賃貸事業を行っています。 

（４）エンジニアリング部門 

   ㈱ニッケ機械製作所は産業向け機械の設計・製造・販売を行っており、㈱ケンウッド ティー･エム･アイ

及び建伍計測儀器(香港)有限公司、建伍計測儀器(深圳)有限公司は電子・電気計測器、制御装置の設計・製

造・販売を行っています。 
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 －連3－

企業集団等の状況について事業系統図によって示すと次のとおりであります。 

 

  製 品  

     

 製 品 ☆ アカツキ商事㈱ ☆ ㈱ニッケビクター 製 品 

  ☆ マルワイ吉田㈱   

  ☆ 日毛(上海)貿易有限公司  

  ＊ ㈱ナカヒロ ＊ 佐藤産業㈱  

    製 品  

 加 工 ☆ 大成毛織㈱ ☆ ㈱中日毛織  

  ☆ 青島日毛織物有限公司   

 半製品 ☆ 弥富ウール㈱ ☆ 尾州ウール㈱  

  ☆ 青島日毛紡織有限公司   

 原材料 ☆ 江陰日毛紡績有限公司 外 連結子会社５社  

     

  ☆ 中央繊維興業㈱ ☆ 福島ソーイング㈱ 製 品 

  ＊ ㈱キューテック   

  ○ ﾆｯｹ･ﾎﾟｰﾄﾌｨﾘｯﾌﾟ･ｽｶｰﾘﾝｸﾞ社  

  ＊ 稲沢ウール加工㈱ ＊ 江陰豊源炭化有限公司  

衣 

 

 

料 

 

 

繊 

 

 

維 

 

 

製 

 

 

品 

     

  製 品  

     

  ☆ アンビック㈱ ☆ 日本フェルト工業㈱ 製 品 

  ☆ 江陰安碧克特種紡織品有限公司  

  ☆ ニッケ商事㈱   

繊 

 

 

 

 

 

 

 

 

維 

産 

業 

資 

材 

製 

品 
     

  サービス  Ｓ 

Ｃ      

     

  ☆ ㈱ニッケレジャーサービス  

 業務委託 ☆ ㈱ニッケコルトンサービス サービス 

  ☆ ㈱ニッケインドアテニス  

  ☆ ㈱ニッケ･アミューズメント  

     

  ☆ 双洋貿易㈱ ☆ ㈱チョイス  

  ☆ ㈱ジーシーシー ☆ 関西メディア販売㈱ 製 品 

  ☆ ㈱ニッケ･ケアサービス  

  ＊ ㈱ニットーファミリー 外 連結子会社３社 サービス 

生 

 

活 

 

関 

 

連 

     

  サービス  

     

 サービス ☆ ニッケ不動産㈱ ☆ ㈱アルファニッケ サービス 

  ☆ 長崎ウール㈱   

不 

動 

産 

     

     

  ☆ ㈱ニッケ機械製作所   

  ☆ ㈱ケンウッド ティー・エム・アイ 製 品 

  ☆ 建伍計測儀器(香港)有限公司  

  ☆ 建伍計測儀器(深圳)有限公司  

非 
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顧

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

客

       ☆連結子会社  ○持分法適用非連結子会社  ＊持分法適用関連会社 
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－ 連4 － 

 

経 営 方 針 

 

１．経営の基本方針 

  当社グループは、衣生活、住空間からレジャー・スポーツに亘る広い分野で「健康」「快適」「安全」を提

供する「生活創造企業グループ」を目指すことを企業理念とし、「世界に通用する価値の創造とコストの追求」

「優位性と独自性をもった存在感のある企業グループを指向」「経営資源の効率運用による株主価値の増大

とコーポレート・ガバナンスの充実」「環境への配慮と高い企業倫理により社会から信頼される企業グループ

を指向」することを基本方針としております。 

 

 

２．利益配分に関する方針 

  当社は、一貫して株主各位の利益を最も重要な課題の一つと考え経営に当たっております。 

  配当につきましては、前期より２円切り上げ年間一株当り１２円といたしましたが、近年の業績推移を勘

案し、当社は本年創立１１０周年を迎えることもあり、今期より更に２円切り上げ年間一株当り１４円以上

を目標といたします。 

  内部留保金につきましては、収益力の維持・向上のため、継続的な合理化投資、研究開発投資に充てるほ

か、成長分野に対する積極的な投資に充当してまいる予定であります。 

 

 

３．中・長期的な経営戦略 

  当社グループは、株主価値の増大を図るため「２００４年－２００６年ニッケグループ中期経営計画」を

策定し、優位性と独自性を持った存在感のある企業グループを目指します。 

 

「２００４年－２００６年ニッケグループ中期経営計画」経営目標値 

連 結 売 上 高        ８００億円 

連結経常利益         ７０億円 

連結当期純利益         ４０億円 

 

  この目標達成のため「事業の選択と集中を更に徹底し、グループとして高収益の事業構造を構築する」こ

とを基本戦略とし次の事項に注力いたしております。 

（１）前中期計画に基づき実施した新規事業の安定収益化とシナジー効果の追求 

（２）既存領域及びその周辺領域での業務提携及びＭ＆Ａの推進による事業の拡大 

（３）繊維事業は国際競争下での収益構造を確立し、成長を指向する 

（４）非繊維事業への経営資源の重点配分と不採算事業の整理 

 

  当期は「２００４年－２００６年ニッケグループ中期経営計画」の最終年度として、中期経営計画の達成

に向け邁進していくとともに、更なる飛躍を目指し、今後は連結売上高１０００億円、連結当期純利益５０

億円に向けた取り組みを行っていきます。 

 

 

４．親会社等に関する事項 

  該当事項はありません。 
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経 営 成 績 及 び 財 政 状 態 

 

１．当中間期の概況 

  当中間期における経済環境は、原油価格の高止まりや米国経済の減速、さらには日銀の量的金融緩和政策の

解除により金利が上昇し、企業収益を押し下げる要因があるなか、設備投資や海外輸出は引き続き好調で、ま

た個人消費や雇用環境も改善し、ゆるやかな景気回復基調から着実な景気回復へと向かいました。 

  このような情勢の中で当社グループは、「２００４年－２００６年ニッケグループ中期経営計画」の最終年度

として、計画達成に向け事業の選択と集中を徹底し、規模の拡大と同時に高収益構造の構築を進めてまいりま

した。 

  繊維事業では、染色会社「江陰日毛印染有限公司」が本格稼動し、中国での織物一貫生産体制をさらに強化

して、「日毛（上海）貿易有限公司」を中心とした国際ビジネスの拡大を図りました。また、商品開発において

は、日本で初めて大気圧プラズマ技術を応用した「ニッケプラズマブラック」やＡＷＩ（オーストラリアン・

ウール・イノベーション）社とザ・ウールマーク・カンパニーとの共同開発による環境にやさしい非塩素加工

ウォッシャブル素材「ナチュラルイージーケア」を商品化いたしました。 

  非繊維事業では、「ニッケコルトンプラザ・イースト館」をリニューアルし、さらなる集客力の強化を図ると

ともに、介護施設では９施設目となる「デイサービスセンターニッケ・フエルト銀羊苑」（兵庫県姫路市）を開

設するなど、地域社会に根ざした新しいビジネス領域も伸長してきました。 

  以上の結果、当中間期の売上高は３８１億円余と前年同期比７億円余の増収、経常利益は３１億円と前年同

期比１億円弱の増益、中間純利益は２５億円余と前年同期比７億円余の増益となりました。 

 

  事業部門別の概況は以下の通りです。 

 

［繊維事業］ 

  （衣料繊維製品） 

  紡績事業において梳毛織糸は前半の需要は低調に推移しましたが、後半より回復し、商品の充実とニット糸

の拡販に努めた結果、増収となりました。紡毛糸は、昨年来の厳冬の影響で在庫調整が進み、回復の兆しが見

え増収となりました。手編糸は、市場が冴えないなか、手編教室の充実を図りましたが、微減収となりました。 

テキスタイル事業において紳士服部門は、クールビズ・ウォームビズ効果により個人消費に明るさが見えて

くるなかで、新機能・高付加価値素材の開発および他社とのコラボレーションによる商品開発を進め、大型専

門店・百貨店・有力アパレルなどへの製品納入を含めた取り組みを強化しましたが、流通段階での在庫調整に

より受注が伸びず、減収となりました。 

  婦人服部門は、上質感・高品質素材が求められるようになり、ウールおよび天然複合差別化素材を武器にア

パレルの高級ブランドやヤングキャリア向けブランドと取り組みを強化した結果、増収となりました。 

  ユニフォーム事業においてスクールユニフォーム部門は、教育改革に伴う新しい形態校の増加、公立中学・

高校の統廃合、私立小学校の新設等の環境変化により、制服のモデルチェンジ校が増加し活性化しました。当

社グループは学校・業界に対しユニフォームの価値観向上を訴え、ナノミラクルを中心とした高品質・高付加

価値・高機能商品の積極的な開発・提案を行うとともにニット製品等周辺商品の拡販を進めた結果、増収とな

りました。 

ビジネスユニフォーム部門は、全体的に企業業績に明るさが見え始めましたが、ユニフォーム需要に直結す

る動きが少なく、また官公庁の予算削減の影響を受けるなど厳しい環境が続きました。当社グループは「健康・

快適・安全」をテーマにした商品開発と総合力を活かした企画提案により、受注促進を図りましたが、減収と

なりました。 
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  （繊維資材製品） 

  インテリア資材事業において産業用資材は、ＯＡ機器・自動車用途が引き続き好調で、焼却炉用フィルター

も堅調に推移しましたが、楽器用フェルトの需要不振に加えて、衣料用芯地および手芸用フェルト等消費材関

連の減少傾向に歯止めがかからず、微減収となりました。 

  寝装品は通販等の無店舗販売が引き続き伸長し、ギフトおよび専門店・卸等の需要は減少傾向となりました。

また中国からの安価な輸入品が増加し、業務用途も競争が激化するなか、当社グループは新規販売先の開拓と

販売強化、中国での生産基地の構築、経営の効率化等に努めましたが、減収となりました。 

  カーペットは、個人消費が上向くなか家庭用ラグの販売が好調に推移しましたが、業務用市場では、原油価

格高騰に伴う低価格品へのシフトとホテルの新築・改装工事の延期等により、タイルカーペットおよびホテル

直納工事が苦戦し、減収となりました。 

 

  以上の結果、繊維事業の当中間期の売上高は２４６億円余と前年同期比４億円弱の減収となりました。 

 

[非繊維事業] 

  ショッピングセンター事業は、ニッケコルトンプラザ・イースト館のリニューアル工事期間中の影響で、微

減収となりました。 

  スポーツ事業は、ゴルフは天候不順により減収となりましたが、テニススクールの新店舗が貢献し、増収と

なりました。 

  乗馬・ペット関連事業、介護事業、通信関連事業、アミューズメント事業は、ペットフードの販売増加、新

規介護施設の増加およびＭ＆Ａによる新規グループ会社の寄与等により、いずれも増収となりました。 

  不動産事業は、新規物件の完工により、増収となりました。 

  エンジニアリング事業は、計測器分野の低迷等から、減収となりました。 

 

  以上の結果、非繊維事業の当中間期の売上高は１３５億円弱と前年同期比１１億円余の増収となりました。 

 

２．当中間期の配当について 

  当中間期の配当については、前期に引き続き今期もさらに増配し一株当たり７円を実施することとしており

ます。 

 

３．当期の財政状態 

（１）キャッシュ・フローの状況 

 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

  当中間期の営業活動による資金の増加は、確定給付企業年金掛金の増加や税金の支払いの増加により前年同

期比９億円余減少して４５億円余となりました。 

 

 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

  当中間期の投資活動による資金の支出は、貸付による支出は増加しましたが、投資有価証券の売却による収

入の増加により前年同期比３億円余減少して２２億円強となりました。 

 

 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  当中間期の財務活動による資金の支出は、短期借入金の減少、社債の償還による支出の増加により前年同期

比１２億円余増加して３億円強となりました。 

 

  以上の結果、当期の現金及び現金同等物は、前期末比１９億円余増加し１６８億円強となりました。 
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（２）キャッシュ・フローのトレンド 

 平成 16年

中  間 

平成 16年

期  末 

平成 17年

中  間 

平成 17年 

期  末 

平成 18年

中  間 

自己資本比率(％) ５４.４ ５５.２ ５５.７ ５６.９ ５８.０

時価ベースの自己資本比率(％) ３８.５ ４１.８ ４９.６ ６０.９ ５９.６

債務償還年数(年) １.５ １.９ １.４ ２.２ １.６

ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ(倍) ４３.３ ４２.５ ６５.２ ３５.０ ４７.４

(注１)各指標は、いずれも連結ベースの財務数値を用いて、以下の計算式により計算しております。 

    自己資本比率          ：自己資本／総資産 

    時価ベースの自己資本比率    ：株式時価総額／総資産 

    債務償還年数          ：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

    中間期末における債務償還年数  ：有利子負債／（営業キャッシュ・フロー×２） 

    インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

(注２)株式時価総額は、中間期末（期末）株価終値×自己株式控除後の中間期末（期末）発行済株式数に 

   より算出しております。 

(注３)有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っている全ての負債を対 

   象としております。 

(注４)営業キャッシュ・フロー及び利払いは、連結キャッシュ・フロー計算書に計上されている「営業活 

   動によるキャッシュ・フロー」及び「利息の支払額」を用いております。 

 

 

４．通期の見通し 

  当下半期につきましては、中期経営計画の達成に向け、繊維事業におきましては国際ビジネスの拡大や新商

品開発を推進するとともに、資産効率の向上をはかりコストダウンに努めてまいります。 

非繊維事業においては、引き続き規模の拡大を図るとともに事業構造を点検し高収益構造の構築に努めてま

いります。 

通期の連結業績は、売上高８１０億円（前期比５２億円増）、経常利益６４億円（前期比１億円増）、当期純

利益４０億円（前期比３億円増）を見込んでおります。 
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中 間 連 結 損 益 計 算 書 

 

（単位：百万円） 

科 目 

当 中 間 期 

自 １７.１２. １

至 １８. ５.３１

前 中 間 期 

自 １６.１２. １ 

至 １７. ５.３１ 

前 期 

自 １６.１２. １

至 １７.１１.３０

Ⅰ 売 上 高 ３８,１２６ ３７,３８６  ７５,８０８ 

Ⅱ 売 上 原 価 ２９,３７２ ２８,４９４  ５８,０９７ 

売 上 総 利 益 ８,７５３ ８,８９２  １７,７１１ 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ５,７３３ ５,８２６  １１,８４８ 

営 業 利 益 ３,０１９ ３,０６６  ５,８６２ 

  

Ⅳ 営 業 外 収 益  

受 取 利 息 及 び 配 当 金 １６２ １２５  ３６８ 

連 結 調 整 勘 定 償 却 額 ６０ ７４  １４２ 

そ の 他 ２０６ １３５  ４９１ 

営 業 外 収 益 合 計 ４２８ ３３５  １,００２ 

  

Ⅴ 営 業 外 費 用  

支 払 利 息 ９５ ８３  １８４ 

そ の 他 ２５２ ２９８  ４０１ 

営 業 外 費 用 合 計 ３４８ ３８１  ５８６ 

  

経 常 利 益 ３,１００ ３,０２０  ６,２７８ 

  

Ⅵ 特 別 利 益  

固 定 資 産 売 却 益 － ４５  ４５ 

投 資 有 価 証 券 売 却 益 １,５４３ １１１  ４１６ 

特 別 利 益 計 １,５４３ １５７  ４６１ 

  

Ⅶ 特 別 損 失  

減 損 損 失 １４０ －  － 

連 結 調 整 勘 定 償 却 額 － －  １７８ 

繊維資材事業再編費用 － －  ２２３ 

構 造 改 善 費 用 ５６ －  － 

環 境 対 策 費 用 １３０ －  － 

特 別 損 失 計 ３２７ －  ４０１ 

  

税金等調整前中間（当期）純利益 ４,３１５ ３,１７７  ６,３３８ 

法人税、住民税及び事業税 １,７２１ ９６４  １,８８９ 

法 人 税 等 調 整 額 ５２ ３７９  ６９９ 

少 数 株 主 損 益 (損)      ４ (損)      ７  (損)     ２４ 

  

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 ２,５３７ １,８２５  ３,７２４ 

  

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示している。 
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中 間 連 結 貸 借 対 照 表 

 

（単位：百万円） 

科 目 当 中 間 期 

１８. ５.３１ 

前 中 間 期 

１７. ５.３１ 

前 期 

１７.１１.３０ 

（ 資 産 の 部 ）  

Ⅰ 流 動 資 産  

現 金 及 び 預 金 １６,９２５ １８,９８４  １５,０５６ 

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 ２０,５０６ １９,９２５  ２３,０３７ 

有 価 証 券 ３,０５４ ３３  ２,５３１ 

た な 卸 資 産 １７,８６８ １７,７６４  １８,１０４ 

繰 延 税 金 資 産 ６３４ ５６９  ６０９ 

そ の 他 ２,４６９ ９１７  １,１２８ 

貸 倒 引 当 金 △１０６ △１０７  △１１４ 

流 動 資 産 合 計 ６１,３５２ ５８,０８７  ６０,３５３ 

  

Ⅱ 固 定 資 産  

１ 有 形 固 定 資 産  

建 物 及 び 構 築 物 ２４,５１９ ２５,２５０  ２５,１３９ 

機械装置及び運搬具 ５,８７７ ５,５０２  ６,０５１ 

そ の 他 ４,０６０ ４,２９７  ４,２３５ 

有形固定資産合計 ３４,４５６ ３５,０５０  ３５,４２６ 

  

２ 無 形 固 定 資 産 ３９９ ４５７  ４２３ 

  

３ 投資その他の資産  

投 資 有 価 証 券 ３７,７０９ ２４,９８５  ３５,５３４ 

長 期 貸 付 金 １１８ １１９  １１８ 

繰 延 税 金 資 産 ５１３ ７０３  ５２６ 

そ の 他 １,９２４ １,８１７  １,７４４ 

貸 倒 引 当 金 △２３１ △２７４  △２５０ 

投資その他の資産合計 ４０,０３３ ２７,３５０  ３７,６７４ 

固 定 資 産 合 計 ７４,８８９ ６２,８５８  ７３,５２４ 

  

資 産 合 計 １３６,２４２ １２０,９４５  １３３,８７８ 

  

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示している。 
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中 間 連 結 貸 借 対 照 表 

 

（単位：百万円） 

科 目 当 中 間 期 

１８. ５.３１ 

前 中 間 期 

１７. ５.３１ 

前 期 

１７.１１.３０ 

（ 負 債 の 部 ）  

Ⅰ 流 動 負 債  

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 ８,７１５ ８,６７８  ８,８２８ 

短 期 借 入 金 １３,１７６ １３,１３９  １２,６０９ 

１年以内に償還予定の社債 － ６００  ２５０ 

未 払 法 人 税 等 １,６６３ ９１８  １,１３５ 

繰 延 税 金 負 債 ５ －  － 

そ の 他 ５,８００ ６,１９６  ６,７８３ 

流 動 負 債 合 計 ２９,３６３ ２９,５３１  ２９,６０７ 

Ⅱ 固 定 負 債  

社 債 ３００ －  ３００ 

長 期 借 入 金 ８９７ １,４０４  １,１６４ 

繰 延 税 金 負 債 ９,２７４ ３,５８３  ８,５５２ 

退 職 給 付 引 当 金 ３,９４４ ４,７６１  ４,５４０ 

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 ２２０ ２４４  ２４９ 

連 結 調 整 勘 定 － －  ５７ 

長期預り敷金・保証金 １２,２２２ １３,２３１  １２,１５８ 

そ の 他 ８９ ６  ６３ 

固 定 負 債 合 計 ２６,９４８ ２３,２３２  ２７,０８６ 

負 債 合 計 ５６,３１１ ５２,７６３  ５６,６９４ 

（純資産の部）  

Ⅰ 株 主 資 本  

  資 本 金 ６,４６５  

  資 本 剰 余 金 ４,５２１  

  利 益 剰 余 金 ５５,２０５  

  自 己 株 式 △２,７７８  

株 主 資 本 合 計 ６３,４１４  

Ⅱ 評価・換算差額等  

  その他有価証券評価差額金 １５,５４９  

  繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 ８９  

  為 替 換 算 調 整 勘 定 △４０  

評価・換算差額等合計 １５,５９８  

Ⅲ 少 数 株 主 持 分 ９１８  

純 資 産 合 計 ７９,９３０  

負 債 純 資 産 合 計 １３６,２４２  

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示している。 
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 －連11－

中 間 連 結 貸 借 対 照 表 

 

                        （単位：百万円） 

科 目 前 中 間 期 

１７. ５.３１ 

前 期 

１７.１１.３０ 

 

（少数株主持分）  

Ⅰ 少 数 株 主 持 分 ８２６ ９９７  

  

（ 資 本 の 部 ）  

Ⅰ 資 本 金 ６,４６５ ６,４６５  

Ⅱ 資 本 剰 余 金 ４,５０４ ４,５１２  

Ⅲ 利 益 剰 余 金 ５１,７６５ ５３,２１５  

Ⅳ その他有価証券評価差額金 ７,６２１ １４,６６５  

Ⅴ 為替換算調整勘定 △１８２ １０４  

Ⅵ 自 己 株 式 △２,８１９ △２,７７５  

資 本 合 計 ６７,３５５ ７６,１８７  

  

負債、少数株主持分及び資本合計 １２０,９４５ １３３,８７８  

  

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示している。 
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－ 連12 － 

中間連結株主資本等変動計算書 

 

当中間期(自平成 17 年 12 月 1 日 至平成 18 年 5 月 31 日)           (単位：百万円) 

 株 主 資 本  

 
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 

株主資本 

合  計 

 

前期末残高 ６,４６５ ４,５１２ ５３,２１５ △２,７７５ ６１,４１７  

当期変動額    

 剰 余 金 の 配 当 － － △４９５ － △４９５  

 当 期 純 利 益 － － ２,５３７ － ２,５３７  

 自己株式の取得 － － － △４１ △４１  

 自己株式の処分 － ８ － ３９ ４８  

 役 員 賞 与 － － △３３ － △３３  

 持分法適用会社の 

 増 加 に よ る 増 加 
－ － △１８ － △１８ 

 

変動額合計 － ８ １,９８９ △２ １,９９６  

当期末残高 ６,４６５ ４,５２１ ５５,２０５ △２,７７８ ６３,４１４  

       

       

       

 評価・換算差額等 

 そ の 他 

有価証券 

評価差額金 

繰延ヘッジ

損  益 

為替換算 

調整勘定 

評価・換算差

額等合計 

少数株主 

持  分 
純資産合計

前期末残高 １４,６６５ － １０４ １４,７６９ ９９７ ７７,１８４

当期変動額   

株主資本以外の 

項 目 の 当 期 

変 動 額 (純 額 ) 

８８４ ８９ △１４４ ８２９ △７９ －

変動額合計 ８８４ ８９ △１４４ ８２９ △７９ ２,７４６

当期末残高 １５,５４９ ８９ △４０ １５,５９８ ９１８ ７９,９３０

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示している。 
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 －連13－

中 間 連 結 剰 余 金 計 算 書 

 

                          （単位：百万円） 

科 目 

前 中 間 期 

自 １６.１２. １

至 １７. ５.３１

前 期 

自 １６.１２. １ 

至 １７.１１.３０ 

（資本剰余金の部）  

  

Ⅰ 資 本 剰 余 金 期 首 残 高 ４,４９８ ４,４９８  

Ⅱ 資 本 剰 余 金 増 加 高  

自 己 株 式 処 分 差 益 ５ １４  

   

Ⅲ 資本剰余金中間期（当期）末残高 ４,５０４ ４,５１２  

  

（利益剰余金の部）  

Ⅰ 利 益 剰 余 金 期 首 残 高 ５０,４５８ ５０,４５８  

Ⅱ 利 益 剰 余 金 増 加 高  

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 １,８２５ ３,７２４  

連 結 子 会社 の 減少による 

剰 余 金 増 加 高 
－ ２２  

持分法適用会社の減少による 

剰 余 金 増 加 高 
－ ２１  

合 計 １,８２５ ３,７６９  

  

Ⅲ 利 益 剰 余 金 減 少 高  

配 当 金 ４９２ ９８７  

役 員 賞 与 ２５ ２５  

合 計 ５１７ １,０１２  

  

Ⅳ 利益剰余金中間期（当期）末残高 ５１,７６５ ５３,２１５  

  

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示している。 
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 －連14－

中間連結キャッシュ・フロー計算書 
（単位：百万円） 

科 目 

当 中 間 期 

自 １７.１２. １ 

至 １８. ５.３１ 

前 中 間 期 

自 １６.１２. １ 

至 １７. ５.３１ 

前 期 

自 １６.１２. １ 

至 １７.１１.３０ 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前中間（当期）純利益 ４,３１５ ３,１７７  ６,３３８ 

減価償却費 １,５７３ １,５５７  ３,２０８ 

連結調整勘定償却額 △６０ △７４  ３６ 

減損損失 １４０ －  － 

貸倒引当金の増減額 △２５ △２７  △４５ 

退職給付引当金の増減額 △６２５ △２１１  △４２６ 

受取利息及び受取配当金 △１６２ △１２５  △３６８ 

支払利息 ９５ ８３  １８４ 

持分法による投資損益 ２６ １６  △４５ 

投資有価証券売却損益 △１,５４３ △１１１  △４１６ 

有形固定資産の売却損益 ０ △４５  ８７ 

有形固定資産の除却損 ９６ １２５  ２９２ 

売上債権の増減額 ２,５０８ ２,２９２  △７８６ 

たな卸資産の増減額 １８４ △１２８  △３９７ 

仕入債務の増減額 △２０２ △２５４  △２１５ 

役員賞与の支払額 △３３ △２５  △２５ 

その他 △６６３ △４１９  ５５ 

小計    ５,６２５ ５,８３０  ７,４７７ 

利息及び配当金の受取額 １８２ ３７０  ６２６ 

利息の支払額 △９５ △８３  △１８４ 

法人税等の支払額 △１,１９７ △６７８  △１,４５８ 

営業活動によるキャッシュ・フロー  ４,５１５ ５,４３９  ６,４６０ 

  

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー  

定期預金の預入による支出 △３ △４  △１５ 

定期預金の払戻による収入 １７ ７  ８ 

有価証券の取得による支出 △１,４９９ －  △２,５００ 

固定資産の取得による支出 △１,０１３ △２,１９１  △３,８６３ 

固定資産の売却による収入 １３ １２３  ６６ 

投資有価証券の取得による支出 △３２８ △１,２５１  △１,３２０ 

投資有価証券の売却・償還による収入 ２,８７９ ４５７  ２,０７５ 

子会社株式の取得による支出 △６００ －  － 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式等の取得による支出 － △３３  △３３ 

貸付けによる支出 △１,５５８ △８２  △１７１ 

貸付金の回収による収入 ６６ ４３３  ５２６ 

その他 △２１５ △１０  ３９ 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △２,２４２ △２,５５２  △５,１８８ 

  

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額 ５４７ １,５０５  １,００５ 

長期借入れによる収入 １００ １７８  ２５２ 

長期借入金の返済による支出 △２９１ △２７０  △７０６ 

社債の発行による収入 － －  ３００ 

社債の償還による支出 △２５０ △５０  △４００ 

自己株式の売却による収入 ２３ １９０  ２８５ 

自己株式の取得による支出 △４１ △４５  △８８ 

長期預り敷金・保証金の受入による収入 ２１５ １５１  ２２７ 

長期預り敷金・保証金の返還による支出 △１４７ △２４４  △１,３３７ 

配当金の支払額 △４９５ △５１９  △１,０１４ 

その他 △２ －  ２６ 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △３４１ ８９５  △１,４４９ 

  

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △２５ １１  ２９ 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 １,９０５ ３,７９２  △１４８ 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 １４,９４２ １５,０９１  １５,０９１ 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 １６,８４８ １８,８８４  １４,９４２ 

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示している。 
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 - 連15 -

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

１．連結の範囲に関する事項 

（１）連結子会社は４１社であり、その主要な会社名は、「企業集団の状況」に記載のとおりである。 

 なお、当中間期にニッケグリーンスポーツ㈱は、㈱ニッケレジャーサービスとの合併により解散したの 

で連結の範囲より除外した。 

 

（２）非連結子会社１０社は、総資産、売上高、中間純損益（持分に見合う額）及び剰余金（持分に見合う額） 

からみて、いずれも小規模であり、かつ、全体としても中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼさないので 

連結の範囲から除外している。 

 

２．持分法の適用に関する事項 

（１）持分法を適用した非連結子会社は１社、関連会社は６社であり、その主要な会社名は、「企業集団の状況」 

に記載のとおりである。 

   なお、当中間期より重要性の観点からニッケ・ポートフィリップ・スカーリング社を持分法の適用に追 

加した。 

 

（２）非連結子会社１０社、関連会社６社については連結純損益（持分に見合う額）及び連結剰余金（持分に 

見合う額）からみて、いずれも小規模であり、かつ、全体としても中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼ 

さないので持分法の適用から除外している。 

 

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 

   連結子会社のうち、金屋ニット㈱、中央繊維興業㈱の中間決算日は２月２８日である。 

   日誠毛織㈱、揖斐ウール㈱、双洋貿易㈱、㈱ヘイセイ、㈱チョイス、㈱ジーシーシー、関西メディア販 

売㈱、㈱オレンジフラッグス、㈱ウィル・コーポレーション、㈱ニッケ・ケアサービスの中間決算日は３ 

月３１日である。 

   福島ソーイング㈱の中間決算日は４月３０日である。 

   中間連結財務諸表作成にあたっては、上記中間決算日現在の財務諸表を使用し、中間連結決算日との間 

に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っている。 

   また、日毛(上海)貿易有限公司、青島日毛織物有限公司、青島日毛紡織有限公司、江陰日毛紡績有限公 

司、江陰日毛印染有限公司、江陰安碧克特種紡織品有限公司、建伍計測儀器(深圳)有限公司の中間決算日 

は６月３０日であるため中間連結決算日現在で仮決算を行っている。 

 

４．会計処理基準に関する事項 

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

 Ａ たな卸資産 

   製品、商品、原材料、貯蔵品…主として移動平均法による原価法により評価している。 

                 連結子会社の中には、最終仕入原価法による原価法により評価している 

                 ところもある。 

   仕掛品…総平均法による原価法により評価している。 

 Ｂ 有価証券 

    満期保有目的の債券…償却原価法（定額法） 

    その他有価証券 

     時価のあるもの…株式については中間期末日前１ヶ月の市場価格の平均等、それ以外については中 

間期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し、 

売却原価は移動平均法により算定している） 

     時価のないもの…移動平均法による原価法 

 Ｃ デリバティブ等…時価法 
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 - 連16 -

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

 Ａ 有形固定資産 

   国内会社は主として定率法によっている。ただし、平成１０年度下半期以降に取得した建物（建物附属 

設備を除く）については定額法によっている。 

   在外会社は定額法によっている。 

 Ｂ 無形固定資産 

   定額法によっている。ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年） 

に基づく定額法によっている。 

 

（３）重要な引当金の計上基準 

 Ａ 貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失に備えるために、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定 

   の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。 

 Ｂ 役員賞与引当金 

   役員及び執行役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額の当中間会計期間負担額を計 

上している。 

 Ｃ 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ 

  き、当中間期末において発生していると認められる額を計上している。 

 Ｄ 役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労金規定に基づく当中間期末要支給額を計上してい 

  る。 

   なお、連結財務諸表提出会社は、平成１７年２月２５日をもって役員の退職慰労金制度を廃止したので、 

同日以降新規の引当金計上を行っていない。 

   従って、当中間期末の引当金残高は、現任役員が同日以前に就任していた期間に対応して計上した額で 

ある。 

 

（４）重要な外貨建資産負債の本邦通貨への換算基準 

   外貨建金銭債権債務は、当中間期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理 

  している。なお、在外連結子会社の資産及び負債は中間決算日の直物為替相場により、収益及び費用は期 

  中平均相場により円貨に換算し、換算差額は為替換算調整勘定及び少数株主持分に含めている。 

 

（５）重要なリース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、 

  通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 

 

（６）ヘッジ会計の方法 

 Ａ ヘッジ会計の方法 

   繰延ヘッジ処理を採用している。なお、為替予約については振当処理を採用している。 

 Ｂ ヘッジ手段とヘッジ対象 

             （ヘッジ手段）        （ヘッジ対象） 

                    為替予約・通貨オプション     外貨建予定取引 

 Ｃ ヘッジ方針 

   通常の営業過程における外貨建実需取引の為替相場変動リスクを軽減する目的で為替予約・通貨オプシ 

  ョン取引を行っている。 

 Ｄ ヘッジ有効性評価の方法 

   ヘッジ手段及びヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、かつヘッジ開始時及びその後も継続して 

  相場変動又はキャッシュ・フロー変動を相殺するものと想定することができるため、ヘッジ有効性の判定 

  は省略している。 
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（７）消費税等の会計処理 

   消費税等の会計処理は税抜方式によっている。 

 

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

  中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可 

 能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ 

 月以内に償還期限の到来する短期投資からなっている。 

 

 

会計処理方法の変更 

 

１．固定資産の減損に係る会計基準 

  当中間期から「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会平成１４年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

委員会 平成１５年１０月３１日 企業会計基準適用指針第６号）を適用している。 

  これにより税金等調整前中間純利益は１４０百万円減少している。 

  なお、減損損失累計額については、改正後の中間連結財務諸表規則に基づき当該各資産の金額から直接控

除している。 

 

２．役員賞与に関する会計基準 

  当中間期から「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成１７年１１月２９日 企業会計基 

 準第４号）を適用している。 

  これによる損益に与える影響は軽微である。 

 

３．貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準 

  当中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成１７年１２

月９日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業

会計基準委員会 平成１７年１２月９日 企業会計基準適用指針第８号）を適用している。 

  なお、当中間期末における、これまでの資本の部の合計に相当する金額は７８，９２３百万円である。 

 

４．株主資本等変動計算書に関する会計基準 

  当中間期から「株主資本等変動計算書に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成１７年１２月２７日 

企業会計基準第６号）及び「株主資本等変動計算書に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平

成１７年１２月２７日 企業会計基準適用指針第９号）を適用している。 
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注 記 事 項 

                    （当中間期末）    （前中間期末）     （前 期 末） 

１．受取手形割引高及び裏書譲渡高       －         １５６百万円      １７９百万円 

 

２．有形固定資産の減価償却累計額    ７１,６９７百万円  ６９,８２２百万円   ７０,６８８百万円 

  及び減損損失累計額 

 

３．保 証 債 務      １１５百万円     １２０百万円     １４２百万円 

 

４．中間連結株主資本等変動計算書関係 

  当中間期（平成１７年１２月１日～平成１８年５月３１日） 

（１）発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

株式の種類 前 期 末 増   加 減   少 当中間期末 

発行済株式 

  普通株式 ８８,４７８千株 － 

 

－  ８８,４７８千株 

自己株式 

  普通株式 ５,９９３千株 ３９千株 

 

６６千株  ５,９６６千株 

 

 （変動事由の概要） 

  自己株式の普通株式の増加は単元未満株式の買取によるものであり、減少は単元未満株式の買増請求に応じ

たもの、新株予約権方式ストックオプション制度における権利行使によるもの及び持分法適用関連会社が売却

した自己株式(当社株式)の当社帰属分である。 

 

（２）配当に関する事項 

  ①配当金支払額 

決議 株式の種類 

配当金の金

額 

(百万円) 

１株当たり配

当額(円) 
基準日 効力発生日 

平成18年 2月 24日 

定時株主総会 
普通株式 ４９５ ６ 平成 17年 11月 30日 平成 18 年 2月 27 日

 

  ②基準日が当中間期に属する配当のうち、配当の効力が当中間期末後となるもの 

決議 株式の種類 配当の原資

配当金の

金額 

(百万円)

１株当た

り配当額

(円) 

基準日 効力発生日 

平成18年7月21日 

取締役会 
普通株式 利益剰余金 ５７７ ７ 平成18年5月31日 平成18年8月18日

 

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書関係 

 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高と中間連結貸借対照表(連結貸借対照表)に掲記されている科目

の金額との関係 

                   （当中間期末）    （前中間期末）     （前 期 末） 

  現金及び預金勘定         １６,９２５百万円  １８,９８４百万円   １５,０５６百万円 

  有価証券勘定            ３,０５４百万円      ３３百万円    ２,５３１百万円 

  預金期間が３ヶ月を超える定期預金  △ １３１百万円   △ １３３百万円    △ １４５百万円 

  償還期間が３ヶ月を超える債券等   △２,９９９百万円   △   ０百万円   △２,５００百万円 

  現金及び現金同等物        １６,８４８百万円  １８,８８４百万円   １４,９４２百万円 
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６．リース取引関係 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

（単位：百万円） 

 当中間期 前中間期 前  期 

 取得価額 

 

相 当 額 

減価償却 

累 計 額 

相 当 額 

中間期末

残 高

相 当 額

取得価額

 

相 当 額

減価償却

累 計 額

相 当 額

中間期末

残 高

相 当 額

取得価額 

 

相 当 額 

減価償却

累 計 額

相 当 額

期 末

残 高

相 当 額

機 械 装 置 

及び運搬具 180 99 80 205 138 66 187 90 96

有形固定資産 

そ の 他 540 292 247 610 298 312 608 324 283

無形固定資産 
223 94 129 330 207 123 375 267 108

合  計 943 486 457 1,147 644 502 1,171 682 489

 

  ②未経過リース料中間期末残高相当額  （当中間期末）    （前中間期末）   （前 期 末） 

    １ 年 内         １７５百万円     １９１百万円    １８３百万円 

    １ 年 超         ２８２百万円     ３１１百万円    ３０５百万円  

      合  計           ４５７百万円     ５０２百万円    ４８９百万円 

  （注）未経過リース料中間期末残高相当額は、未経過リース料中間期末残高相当額が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定している。 

 

  ③支払リース料及び減価償却費相当額 

    支 払 リ ー ス 料         １０８百万円     １０９百万円    ２１９百万円 

    減価償却費相当額         １０８百万円     １０９百万円    ２１９百万円 

 

  ④未経過リース料中間期末残高相当額は、有形固定資産の中間期末残高等に占める割合が低いため、中間

連結財務諸表規則第１５条において準用する財務諸表等規則第８条の６第２項の規定に基づき、支払利

子込み法によっている。 

 

  ⑤減価償却費相当額の算出方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。 
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セ グ メ ン ト 情 報 
 

１．事業の種類別セグメント情報 

   当中間期（平成１７年１２月１日～平成１８年５月３１日）           （単位：百万円） 

 繊維事業 非繊維事業 計 消去又は全社 連  結 

２４,６２９ １３,４９６ ３８,１２６ －  ３８,１２６

売上高及び営業損益 

(1)外部顧客に対する売上高 

(2)セグメント間の内部 

   売上高又は振替高 
２２ ９５ １１７ (   １１７) －

計 ２４,６５１ １３,５９１ ３８,２４３ (   １１７) ３８,１２６

 営業費用 ２３,４９３ １１,７３０ ３５,２２３ (   １１７) ３５,１０６

営業利益 １,１５８ １,８６１ ３,０１９ －  ３,０１９

 

 

   前中間期（平成１６年１２月１日～平成１７年５月３１日）           （単位：百万円） 

 繊維事業 非繊維事業 計 消去又は全社 連  結 

２４,９９９ １２,３８７ ３７,３８６ －  ３７,３８６

 売上高及び営業損益 

(1)外部顧客に対する売上高 

(2)セグメント間の内部 

   売上高又は振替高 
２ １４８ １５１ (   １５１) －

計 ２５,００１ １２,５３６ ３７,５３７ (   １５１) ３７,３８６

 営業費用 ２３,７９７ １０,６７３ ３４,４７１ (   １５１) ３４,３２０

営業利益 １,２０３ １,８６２ ３,０６６ －  ３,０６６

 

 

   前期（平成１６年１２月１日～平成１７年１１月３０日）            （単位：百万円） 

 繊維事業 非繊維事業 計 消去又は全社 連  結 

５０,２１０ ２５,５９８ ７５,８０８ －  ７５,８０８

 売上高及び営業損益 

(1)外部顧客に対する売上高 

(2)セグメント間の内部 

   売上高又は振替高 
７ ４００ ４０７ (  ４０７) －

               計 ５０,２１８ ２５,９９８ ７６,２１６ (   ４０７) ７５,８０８

 営業費用 ４８,０５８ ２２,２９５ ７０,３５４ (   ４０７) ６９,９４６

 営業利益 ２,１５９ ３,７０３ ５,８６２ －  ５,８６２

 

（注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっている。 

   ２．各事業の内容 

   （１）繊 維 事 業……毛糸・毛織物・縫製品・毛布・カーペット・不織布・フェルト等の繊維製品の 

製造・販売 

   （２）非繊維事業……ショッピングセンターの賃貸事業、ゴルフ・テニス・乗馬等のスポーツ事業、 

             馬具・乗馬・ペット用品の製造・販売、携帯電話の販売、介護サービス事業、 

             不動産の建設・販売・賃貸、 

             産業用機械の製造・販売、電子・電気計測器、制御装置の製造・販売 

   ３．営業費用中の共通費はすべてセグメント別に配賦している。 

 

２．所在地別セグメント情報 

   全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合がいずれも

９０％を超えているため、記載を省略している。 

 

３．海外売上高 

   連結売上高の１０％未満であるため、記載を省略している。 
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有 価 証 券 

 

当中間期（平成１８年５月３１日現在） 

 

 １．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

（単位：百万円） 

区   分 
中間連結貸借 

対照表計上額 
時 価 差 額 

国債・地方債等 － －  － 

社債 ５９９ ５９９  △０ 

その他 ３,４９９ ３,４０７  △９２ 

計 ４,０９９ ４,００６  △９２ 

 

 ２．その他有価証券で時価のあるもの 

（単位：百万円） 

区   分 取得原価 
中間連結貸借 

対照表計上額 
差 額 

その他有価証券  

①株式 ７,０７６ ３３,１７７  ２６,１０１ 

②債券  

国債・地方債等 － －  － 

社債 １０ １１  １ 

その他 ３００ ２９９  △０ 

計 ７,３８６ ３３,４８８  ２６,１０１ 

 

 ３．時価評価されていない主な有価証券  

（単位：百万円） 

種   類 中間連結貸借対照表計上額

子会社株式及び関連会社株式 １,１１０ 

その他有価証券 

①非上場株式 ５１０ 

②その他 １,５５４ 

計 ２,０６５ 
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前中間期 （平成１７年５月３１日現在） 

 

 １．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

（単位：百万円） 

区   分 
中間連結貸借 

対照表計上額 
時 価 差 額 

国債・地方債等 － －  － 

社債 － －  － 

その他 ８００ ７８０  △１９ 

計 ８００ ７８０  △１９ 

 

 ２．その他有価証券で時価のあるもの 

（単位：百万円） 

区   分 取得原価 
中間連結貸借 

対照表計上額 
差 額 

その他有価証券  

①株式 ７,４２７ ２０,２４４  １２,８１６ 

②債券  

国債・地方債等 － －  － 

社債 １０ １０  ０ 

その他 ３００ ２６８  △３１ 

計 ７,７３７ ２０,５２３  １２,７８６ 

 

 ３．時価評価されていない主な有価証券  

（単位：百万円） 

種   類 中間連結貸借対照表計上額

子会社株式及び関連会社株式 ４５０ 

その他有価証券 

①非上場株式 ５１０ 

②その他 ２,７３３ 

計 ３,２４３ 
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前  期 （平成１７年１１月３０日現在） 

 

 １．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

（単位：百万円） 

区   分 
連結貸借対 

照表計上額 
時 価 差 額 

国債・地方債等 － －  － 

社債 １００ １００  △０ 

その他 ３,１９９ ３,１７１  △２７ 

計 ３,３００ ３,２７２  △２７ 

 

 ２．その他有価証券で時価のあるもの 

（単位：百万円） 

区   分 取得原価 
連結貸借対 

照表計上額 
差 額 

その他有価証券  

①株式 ７,２８０ ３１,８５７  ２４,５７６ 

②債券  

国債・地方債等 － －  － 

社債 １０ １１  １ 

その他 ３００ ３３９  ３９ 

計 ７,５９０ ３２,２０７  ２４,６１７ 

 

 ３．時価評価されていない主な有価証券  

           （単位：百万円） 

種   類 連結貸借対照表計上額 

子会社株式及び関連会社株式 ５１６ 

その他有価証券 

①非上場株式 ５１０ 

②その他 １,５３１ 

計 ２,０４１ 

 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

 
当中間期（平成１８年５月３１日現在） 
当社グループはデリバティブ取引を利用しているが、すべてヘッジ会計が適用されているため、開示の対象
から除いている。 
 
前中間期（平成１７年５月３１日現在） 
当社グループはデリバティブ取引を利用しているが、すべてヘッジ会計が適用されているため、開示の対象
から除いている。 
 
前  期（平成１７年１１月３０日現在） 
当社グループはデリバティブ取引を利用しているが、すべてヘッジ会計が適用されているため、開示の対象
から除いている。 

 

ストック・オプション等関係 
 
 半期報告書についてＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため、記載を省略しております。 
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